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分別収集計画につ いて 

目 的 

容器包装リサイクル法（正式名：容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進に

関する法律）に基づき、市町村に容器包装廃棄物の分別収集に関する計画の策定を

定めている。 

清掃事業の移管に伴い、各区が計画を策定することとなっている。 

（計画は S 年計画で、 3年ローリング） 

2 ．容器包装リサイクル法の概要 

・目 的 容積で6 割を占めている容器包装廃棄物のリサイクルの推進

平成 7年 6 月公布

平成 9 年 4月施行 

消 費者 分別排出 

市町村 分別収集 

事業者 再商品化（リサイクル）賄駒瓢骸外（缶噴パック・段ボー jり 

平成 9 年度 	びん・缶・ペットボトル・紙パック 

平成 12年度 	上記に加え、 トレー等その他のプラスチッ 

ク、段ボー Jレ 

	平成 9 年度～平成13年度 	東京都 

平成 12年度～平成16年度 	豊 島 区（平成14年駅雌） 

意 義

計画期間 

対象品目 等 

・役 割 

・分別収集

対象物 

・期 間 

・記載内容 

3．提出日等 

平成11年 6 月 30 日（水）東京都に提出 

東京都は「分別収集促進計画」にまとめ、 7 月下旬に国へ提出。 

4．分別収集計画 

別 添 



豊島区分別収集計画 

平成 1 1年 6 月 

豊島区リサイ ク Jレ・清掃対策室 
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豊島区分別収集計画 

平成 ILl 年 	月 	日 

1 計画策定の意義 

本区は、 池袋副都心として商業・業務機能が集積する商業地と住

宅地の二面性を有する、 高密度で複合的な性格を持つ都市である。 

2 1 世紀における都市像として、 ゆと り と安心に支えられ、 環境

と共生する豊かな暮ら しのなかで、 世代や地域をこえた心のお、れあ

いをとおして、 だれもがいきいきと輝く、 創意と活力にみちた都市

づく り を掲げ、 資源・環境面においては、 「美しい環境と共生する 

」 を地域社会づく り のーつの方向と定め、 資源循環型社会を 目指し

ている。平成 1 2 年 （西暦 2 0 0 0 年） には、 都区制度改革によ り、 

東京都から特別区へ清掃事業が移管され、 清掃事業の主体と して責

任を果たし、 資源循環型社会づく り を更に進めてい く こ とが必要で

ある。 

特別区のごみ量は、 減少傾向にある ものの、 地球的規模での資源 

・環境問題等から ごみの減量・リサイ ク )', の推進の取り組みが強く

求め られている。 

本区においては、 これまで 「豊島方式」 と呼ばれる集団回収を始

めとする、 さ まざまな資源回収への取り組み、 平成 7 年度か ら は 7 

品目 9 分別の資源分別回収パイ ロッ トプラ ンをスター ト させ、 また、 

学校給食等からの生ごみリサイ クル、 更に回収した資源から出来た

リサイ クル製品の開発など、 リサイ クルへの積極的な事業展開を進

めているが、 清掃事業の移管を契機に一層のレベルアップを図って

いく こ とが必要である。 

そのためには、 リ サイ クルと清掃事業を一体と し、 区民・事業者 

・行政の責任と役割に基づき、 ごみの発生抑制を基本にし、 不用に

なっ たものも再使用・再利用する こ とによ り、 繰り返し活用される

リサイ クルの環が完結した資源循環型社会づく り を目指していく。 

本計画は、 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関す

る法律 （以下「容器包装リサイ クル法」 という） 第 8 条に基づいて

一般廃棄物の中で大きな比率を占める容器包装廃棄物を分別収集し、 
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資源有効利用、 ごみ焼却量の減少、 最終処分場の延命を図る 目的に

本区で住まい、 働き、 暮らすすべての主体が協力し、 資源循環型社

会づ く り への推進方針を示したものである。 

基本的方向 

(1） 区民・事業者・行政が主体的に役割と責任を果たし、 リ サイ ク

ルが一般的、 普遍的に行われる資源循環型社会の実現を目指す。 

(2） 大量生産、 大量消費、 大量廃棄の社会を、 ごみの発生抑制・排

出抑制を基本に、 不用になったものの再利用・再使用を図り、 資

源循環の環の完結を目指す。 

(3） 区民“事業者に とっ てわか りやすく、 参画しやすい資源回収 （ 

資源分別回収パイ ロ ッ トプラン等） を促進する と と もに、 質・量

の充実を 目指す。 

3 計画期間 

本計画の期間は、 平成 1 2 年 4 月 を始期とする 5 か年（平成 1 2 
年度～平成 1 6 年度） と し、 3 年ごとに改定する。 

対象品 目 

本計画は、 容器包装廃棄物のうち、 スチー Jレ缶、 アルミ缶、 無色

ガラスびん、 茶色ガラスびん、 その他ガラスびん、 紙パッ ク、 段ボ 

ール、 その他紙製包装容器、 ペッ トボ トル、 白色の発泡スチロー Jレ

製品の食品 ト レイ （以下 ト レイ と表記） 、 その他のプラスチッ クを

対象とする。 
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5 各年度における容器包装廃棄物の排出量見込み（法第 8 条第 2 

項第 1 号） 
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6 容器包装廃棄物の排出の抑制のための方策に関する事項（法第 

8 条第 2 項第 2 号） 

容器包装廃棄物の排出抑制のために、 区民・事業者・行政・リサ

イ クル事業者との連携・協力を図る。 そのために、 区民・事業者や

リ サイ クル業者の意識や認識に努め、 地域リサイ クル推進員等、 各

界・各層への活動への働きを進める等、 以下の方策を実施する。 

(1） 排出抑制の推進 

区民に対して地域リ サイ ク Jレ推進員を通しての働きかけ 

（地域別懇談会、 一声運動、 チラシの配付、 感謝状贈呈等） 

・事業者への排出抑制の推進 

（業種別懇談会、 過剰包装等への抑制要請、 排出抑制指導、 リ

サイ クル推進事業者認定制度等） 

・再使用への参加 

（実践教室、 大型品リ サイ クルひろば、 リ サイ クルルーム、 フ

リ ーマーケッ ト等） 

・排出抑制状況の把握 

（大規模事業所等ごみ処理・リ サイ ク)レ状況の立入り等） 

(2） 普及啓発の促進 

区民・事業者に対する廃棄物の現状等についての講習会、 勉強

会の実施、 清掃・リ サイ クル施設の見学会等の実施 

事業者に対しては、 業種別の講習 

・子供の頃からの環境教育の推進 

リ サイ クルフェアなどの推進 

広報紙、 地域リ サイ クルニュースの発行充実 

CATV の活用 

(3） 再生品の販売利用の強化 

「再生品利用ガイ ドブック」 の充実と普及 

・地域における再生品の利用促進運動と販売 

・再生品利用キャ ンペーンの充実 

・学校教育等での再生品についての啓発 

・再生品取扱い店調査・ P R 
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7 分別収集をするものと した容器包装廃棄物の種類及び当該容器

包装廃棄物の収集に係る分別の区分（法第 8 条第 2 項第 3 号） 

本計画において、 分別収集を行う容器包装廃棄物の種類及び分別

区分を下記のとお り定める。 

特に、 区民にわか りやすく 参加しやすいこ とや効率性等も勘案し、 

缶、 びん、 ペッ トボ ト )レ、 その他のプラスチッ ク製容器包装につい

ては一括収集。 紙パック、 段ボール、 その他紙製容器包装は一括収

集で行う。 なお、 ペッ トボ トルについては、 都事業の継承によ り、 

当面、 一部店頭回収を行う。 

分別収集する容器包装の種類 収集に係る分別の区分 

主と して鋼製の容器包装 

缶 

主と してアルミニウム製の容器包装 

主と して

ガラス製

の容器 

無色ガラス製容器 

びん 茶色ガラス製容器 

その他ガラス製容器 

主と して紙製の容器包装であって飲料

を充てんするためのもの （原料と して

アルミニウムが利用さ れている ものを

除く） 

紙パ ッ ク 

主と して段ボール製の容器 段ボー Jレ 

主と して紙製の容器包装であって紙パ

ッ ク、 段ボー Jレ以外のもの （菓子箱・

包装紙等） 

紙パッ ク、 段ボー Jレ以

外の紙製容器包装 
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分別収集する容器包装の種類 収集に係る分別の区分 

主と してポリ エチレンテレフタ レー ト 

(P ET） 製の容器であって飲料又は

し よ う ゆを充てんするためのもの 
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主と してプラスチッ ク製容器であって

ペ ッ トボ トル以外のもの 

ト レイ 

ペッ トボ トル、 	ト レイ 

以外のプラスチッ ク製

容器包装 
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各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物

ごとの量及び第 2 条第 6 項に規定する主務省令で定める物の量の

見込み（法第 8 条第 2 項第 4 号） 

棚収集する鶴破の熊 12 年度 13 年度 14 年度 15年度 16 年度 

主として鋼勤鶴膿 

主としてアルミニウム勤鶴膿 

無色のガラス製鵬 

茶色のガラス製蝿 

その仙のガラス製鵬 

主として紙製の容器包装であって飲料

を充てんするためのもの（原材料とし

てアルミニウムが利用されているもの

稀く） 

主として段ポール製略器膿 

主として紙製の客器包装であって紙Ic 

ック・段ポール以外のもの 

主としてポリエチレンテレフタレート 

(PE1)製の容器であって飲料又怯

しようゆを充てんするた加加 

主としてプラスチック製の容器包業で

あってペットポトル以外のもの 

うちトレイ 

1 0 品目計 



分別収集を実施する者に関する基本的な事項（法第 8 条第 2 項

第 5 号） 

本区においては、 平成 9 年度から施行された容器包装リサイ クル

法に関連する 7 品目、 更に 1 2 年度に加わる 3 品目の回収システム

を確立してお り、 今後その質量を更に充実する。 

また、 町会や各団体が取り組んでいる段ボール・牛乳パッ ク回収

等については、 引き続き団体が分別回収する。 

収集区分 回収運搬 選別保管 備 	考 

ケ
宙
 

スチー 3レ 

委託業者 

による指 

定日 回収 

委託業者

の施設に

おいて選

別加工 

集団回収・ 

事業者回 

収も実施 

ア 3レミ 

缶、 びん

プラスチ

ッ ク一括

回収 

びん 

無色ガラス 

茶色ガラス 

その他ガラス 

プラスチック 

ペットボト 3k 

トレイ 

その也プラスチック 

）排
糾
 

託パック ク
 
ル
 
紙
 
回
 

パ
 
ボ
 
の
 
一
 

ッ
 
一
 他
 
括
 

紙
 
段
 
そ
 
類
 
収
 

委託業者 

による指 

定日 回収 

委託業者

の施設に

おいて選

別加工 

集可 回収‘ 
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その他紙類 
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10 分別収集の用に供する施設の整備に関する事項（法第 8 条第 2 

項第 6 号） 

本区は、 施設設置が困難な点や、 民間施設の活用を積極的に進め

てきたこ とから、 基本的に民間施設での選別、 圧縮、 保管を行う と

ともに、 ケースに応じて民間再商品化ルー トの活用を図る。 

11 その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関 し重要な事項 （法

第 8 条第 2 項第 7 号） 

資源循環型社会づく り を目指し、 計画・普及啓発・団体育成支援 

・実践活動の取り組み強化・事業者との連携・再製品の利用拡大の 

6 つの柱立てを行い、 施策を展開する。 

施策の展開については、 区民・事業者・行政・リ サイ クル業者か 

ら構成する リサイ クル・清掃審議会 （仮称） を設置する。 また、 地 

域での リ サイ クル活動を進めるため、 各町内か ら選出された リ サイ 

クル推進員制度の充実を図る。 

また、 庁内的な体制と して リ サイ クル推進会議の促進や地域団体 

等への奨励金など支援を行う。 

(1）ごみ減量・リサイ クル計画 

ごみ減量や清掃事業の実施のための計画を策定し、 事業を進める。 

(2）ごみ減量・リ サイ クル意識の普及啓発 

広く 民間、 事業者への広報、 CATV による啓発活動を行う とと 

もに、 学校、 地域、 事業者等個別啓発の促進を図る。 

排出抑制の徹底。 

地域リサイ クル推進員制度の拡充・強化。 

(3）団体育成支援 

区民による集団回収に対しての資源倉庫等の貸出 しや報奨費の支 

給等、 区民の資源回収への支援・育成を行う。 

④実践活動の取り組み強化 

資源回収 

・区民による地域での集団回収を促進する 

・行政回収の促進・充実を図る 

ロ 



7 品目 I ' 分別の促進強化 

生ごみリ サイ クルへの取り組み

乾電池回収等拠点回収の促進 

再利用 

フ リ ーマーケツ ト等の促進 

家具、 衣類等の有効活用を図るため、 区事業の充実 

(5）事業者との連携 

商店街、 オフ ィ ス リサイ クルの拡大・促進を図る。 

庁内リ サイ クルの徹底。 

(6〕再生品の利用拡大 

再生品利用キャ ンペーンの推進。 

再生品ガイ ド ライ ン・ガイ ドブッ クの普及。 

資源回収したものか ら商品化されたものの利用拡大 （防災用毛布 

・肥料・軍手・ティ ッ シュペーパー等） 

再生品展示会の拡充。 

地域での再生品の普及・販売。 


